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男子 「(パパ+マ マ+13)÷2+2」 、女子 「(パパ ー13+マ マ)÷2+2」 。これは 、両
親の身長 か ら子供の成人身長 を予測す るための算定式 で、慶応大学 医学部小児科が作 ったものだそ
うだ(新 聞記事 よ り)。 計算 すれば簡単に分か るが、要す るに、身長差13cmの両親 の間に生 まれ
た子は 、将来 、男 の子はパパよ り女の子は ママ よりそれ ぞれ2cm高くな るとい うことのよ うだ。
い ろいろ計算 してみ るとおも しろい 。両 親の身長差 が18cm未満 の場合(パ パが低 い、ママが高
い とい うよ うな場合)、 男の子 はパパ よ り2cm以上高 くな り、女の子 はママに比べてそれ ほ ど高 く
な らず低 くな ることもあ る。身長差が13cmを超 える場合 、男 女逆 の結果 となる。つ まり、男 の子
には ママの身長 が、女の子 にはパパの身長 が効 いてい るこ とが何 とな く分か る。真偽 の程 は知 らな
いが 、一般 に男 の子 は母親 に似 、女の子は父親 に似 る とも言われ る。そ うか も しれない と漠然 と思
っていたが、 こうして計算式 で示 され ると、妙 に感心 して しまう。
それに しても、平均 して高 々2cmUか親 よ り大 き くならないのか と思 う。飽食の時代 、身長 も飽
和状態 に達 しつ つあるのだろ うか。その うち 、子供が親の身長 を超 えられ ない 日が来 るのだろ うか 。
だ とすれば、低身長族に とっては 「親が親 だか らしょうがない」 と言い訳 を しな けれ ばな らな い時
代がず っと続 くので ある。
話変 わって、キ リンの首 はなぜ長い 。喬 木の葉 を食べ生 きのびてい くためだ ろうが、呼吸効率を
悪化 させ て まで続 くあ くな き種 の保存 プロセス 、それ を可能にす る進化の神秘には驚 く。平安時代
や鎌倉時代 、京の都 ではr母 」 をフ ァブァ(fafa)と言 っていたそ うだ 。言葉 も進化 して いる。一
万年後 、百万年後の人類 は 、どんな外形 を し、どこに住み 、どんな服装を し、どんな言葉 を話 して
い るのだろ うか 。確 かめ られ ない分 、興味 津々 である。
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「フ ラ ンス科学 研 究 庁(CNRS)の 紹 介 一 フ ランス の研 究 体 制 に お け る位iづ
け と科 学 技 術 政策 及 び 国 際 関 係 一 」
Mr,MarcGoujon(フ ラン ス科学 研 究 庁 国 際 関 係 局 次長)
「我 国 鉄 鋼 業 にお け るLD転 炉 技術 の導 入 と発 展 」
王 寺 睦 満(新 日本 製 鉄(株)技 術 開発 本 部 取 締役 設 備 技 術 セ ン ター所 長)
「セ イ コー エ プ ソ ンに お け る技 術 開 発 」




○ 主 要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
10/13(火)Mr.MilelliChristion(CNRS応 用 経 済 研 究 所 フ ェ ロ ー)
Mr.MichelBelapierre(〃)
Mr.JeffFenstermacher(NSF社会 行 動 ・経 済 科 学 局 次 長)
Mr.LawrenceAronovitch(カナ ダ産 業 科 学 技 術 者 科 学 技 術 政 策 局 上 席 政 策 ア ドバ
イ ザ ー)
20(火)Dr.CoraMarret(NSF社 会 行 動 ・経 済 科 学 局 長)
Pr.Vgeber(NSF東京 事 務 所 長)
27(火)Mr.DavidJohnMerrell(英 国SERC財 務 計 画 管 理 課 長)
29(木)Dr.Jean-PierreContzen(EC/JRC所 長)
○ 「科学技術 の理解 と普及 および教育に関す る国際 シンポジウム」の 開催 について(報 告)
当研究所主催 によ り、平成4年10月2日(金)か ら5日(月)に か けて 、科学技術館(北 の
丸公園)及 びアル カデ ィア市 ヶ谷 において 、標記 の国際 シンポジウムが開催 された。
本 シンポジウムは、科学技術 を世界の人々が どのよ うに理 解 しているか 、どのよ うにすれば理
解 と普及を進 めていけるかについて、国際的に デー タを持 ち寄 り、討議 を進め ることを目的 とし
て実施 された 。
2日か ら4日 は科学技術館のサイエ ンスホールにおいて特別講演、講演 、パ ネルデ ィス カッシ
ョンが行われ 、日本 を初め 、米国 、英国 、OECD、EC、 ドイツ、中国 の各講演 者によ り、活
発 な発表や討議が交 わ され た。また5日 には、 「科 学技術 の理解 と普及 」及び 「科 学(理 科 ・数
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中村 桂子 早稲 田大学教授
R.シ ルバー ス トー ン 英国 サセ ックス大学教授
◎パ ネルデ ィスカシ ョン
「現代社会 におけるサ イエ ンス ・リテラ シー と科学教育の あ り方」
3日 ◎講演8題(日 本3名 、海外5名)
「各国の科 学技術 に関す る意識 と理解 の動 向」
◎パネルデ ィスカシ ョン
「環境 ・エネルギー問題 に関す る意識 と理解 の動向」
4日 ◎講 演9題(日 本4名 、海外5名)
「各国の理科教育 、数学教育 、博物館活動」
◎パ ネルデ ィス カシ ョン
r科学教育における学校教育 と学校外教育 との関わ り」
5日 ◎論文発表セ ヅシ ョン(ワ ー クシ ョプ形式)
(発表者:日 本9名 、海外6名)
一般参加者 の延べ数 は、2日 が150名 、3日 が120名 、4日 が130名 、5日 は理解 と普
及部会が40名 、科学教育部会 が40名 の計480名 で 、実数 としては外国人39名 を含め
280名 で あった 。なお 、外国公館等 については、 タイ大使館 、EC東 京代表部 、国連大学 、ノ






本 シンポジウムは科学技術 の理解 ・普及 ・教育 の分野に関 して、下記の ような成果 を挙 げること
がで きた。
(1)主催 、共催 、協力団体 と して 、国際的 、省除的、学際 的な幅広 い分野 の団体 協力が実現 し
た◇
(2)広 い分野の専門家 による質の高 い発表 、討議 が行 われ 、科学技術 の理解9普 及e教 育 に関
す る研究交流の基盤 が形成 され るきっか け とな った 。
(3)「科学技術の理解」及び 「科学教育」の分野において実施 されてい る専 門家 レベルの共 同
研究 につ いて 、意見交換 ・情報交換 によ る進展二がみ られ た。
(4)一般参加者 についてはN国e地 方 の関係者 、大学 ・高校 の教員 ㊧学生 、民間企業 の関係者 、
研究所 ・各種団体 の関係者等 、幅の広 い層 の人々の参加 が見 られ 、科学技術の理解 ・普及 ・
教育 に関す る関心 の層 が広い ことが示 され た。
パ ネ ル デ ィス カシ ョン1の 光 景
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科 学 技 術 活 動 に 関 す る情 報 を 青 少 年 に 向 け て い か に 発 信 す る か






第1調 査 研究 グループでは 、客員研究官小林信 一氏(文 教大学国際学部専任講師)の 参加 を得 て、
高校生 に対 す るア ンケー ト調査結果 を詳細 に分析 し、その結果 を基 に社会 の各分野で発信 され てい
る科学技術 活動 に関す る情報が青少年の科学技術離れ に及 ぼ してい る影響 について調査研究 した。
本報告書 は、 この調査研究の成果 を とりまとめ 、さらに、一連の分析 に基づいて青少年 を科学技
術活動に惹 き付 けて い くための科学技術活動に関す る情報発信 の新 しいあ り方について提案 したも
のであ る。
1。主 な調査研究結=果
(D大 学進学志願者の意識 は 、志望学部毎le-一一定の特徴 がみ られ る。
例 えば、理学 ・工 学系の学部志望者 は理系志望者の中でも国語 、社会 、英語 のよ うに人 ある
いは社会 とのコ ミュニケー シ ョンに関連す るとみ られ る教科が不得 意な方 である。また、これ
らの者 の自己イ メー ジをみて も、 「人 とつ き合 うこと」及 び 「文章 の読 み書 き」 とい った人あ
















理学 正字 医 ・饅 摸済 商 ・経 法学 教育 文字
国 グラ諏 ・酷 虻 ついてのgeイメーYE「とてb95.{2COWh.・ses馳.唄100点ざ 扉 蝿O約 、・1。。魚 尾 く願 い・-2cefiとして翻W、 ε搬 ⑭ 鞠 との懸 ば 智の
図1進 学志望学部別にみた コ ミュニケー シ ョンに関す る自己 イメー ジ
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この ように、理学 ・工学 系の学部志望者 は、全体 として社会 への情報発信力(社 会 に 自らの活
躍 の様子 をいきいきと伝 える能力)が 弱い傾向が ある とみ られ る。
一方 、文系志望者の中では、青少年 の進路選択 に大 きな影響 を及 ぼす とみ られ るマスコ ミ・
教育 関係者 に多 くの人材 を輩 出す る文学 ・教育学系の学部 志望者が科学技術 に対す る関心の最
も低 い グルー プを形成 しているこ と(表1参 照)が 、注 目される。
表1科 学 技 術 に対 す る態 度 と志望 学 部 との 関係
科 学 技 術 の 成 果 に 対 す る 関 心





やや強い 医 ・歯 学系学部
やや弱 い 商 ・経営学 系学部 法学系学 部,経済学系学部
弱 い 文学系学部,
教育学系学部
(2)科学技術 に対す る姿勢 を議論す るにあたっては、r科 学技術 の活動』に対す る関心 とr科 学
技術 の成果』に対す る関心 とを混同 しないよ うに注意 す る必要が ある。この2要 素は 、互 いに
独立 した意識傾向の要素 をな してお り、若者 の理系の進路選択 を促 進す る見地か らは 、この2
要素 の うちr科 学技術 の活動』に対す る関心 の向上を図るこ との方 がよ り重要であ る。(表1
参 照)
(3)理系文系の進路選択の時期が早 ければ早い ほど、理系の進路を選択す る者が多 く、逆 に遅 く
なれば なるほ ど文系 の進路を選択す る者の割合 が増 える。
よ り成長 した段階 になればなるほど文系の進路選択をす る者 が多 くなる背景 には、学生の側
で は理 系科 目に対す る苦 手意識 、将来 の生活 の豊か さ、学生生活 を楽 しむ ことに対す る欲 求な
どが要 因 となってい るとみられ るが 、社会 の側で も管理職 、専 門技術職 あ るいは事務 職 とい っ
た科学技術者 を比較 的良 く知 ってい るとみ られ る人達が他 の職 にあ る人達が みるよりも科学技
術者 の社会 的地 位を相対 的に高 くみていない傾向があ ること、科学技術 関係 の仕事 は社交性 に
欠 ける とい うイメー ジが あること、理 系の学生生 活が忙 し く、暗い とい うイメー ジが存在 して
い ることな どが大 きな影響 を及ぼ しているよ うに見 える。
(4)今日の若者 にとって 、大学 とは 、まず第一 に 「学生生活 を楽 しむ ところ」 とい う意 識が広 ま





メー ジが存在 してい ることか ら、この ままでは若者か らみた理工系 の大学教育 の魅力 が低下 し
てい くことが懸念 され る。
2.施 策 の提案
以上 の調査研究結果を基 に 、青少年 の成長 に伴 う進路選択の過程 に影響 を及ぼす とみられる科学
技術活 動に関す る情報の流れ を整理 し、青少年 を取 り巻 く情報環境 を単純化 。概念化 して、図2に
示す ようなモデルを提案 した 。
さらに 、このモデルに基づ いて考察 した結果 、本報告書で は、我 が国 の社会にお ける科学技術活
動 に関す る情報流通の基本的問題 は、科学 技術者 自身 の社会への情報発信力が相対 的に弱 いために、
科学技術者 の活動が家庭 、初等 中等教育な どの場 か らはなかなか見 えて こないとい う点にあ ると指
摘 し、政府 は、 このような科学技術者 自身の情報発信力の弱 さを補 うため、重要な役割 を果 たすべ
きで あると主張 している。
本報告書 では 、以上の分析 を基 に、青少 年を取 り巻 く科学技術活動 に関す る情報環境 を改善す る
ため 、新たに次 のよ うな施策 を提案 してい る。
(1)科学技術活動の役割 についての教育 を学校教育へ本格的 に導入す る。
。中学 、高校の教育課程 に、工学教 養教育 を導入 。
・大学一般教育に工学教養 を導入 。
・現場技術者が積極 的に教育に参加 する体 制の構築 。
9製造業 をはじめ とす る産業界の貢 献が必要 。
??
(2)教師やマス コ ミ関係者 に科学技術活 動に関す る情報を積極 的に提供す る。
・科学技術活動に対す る教師 自身の関心 の高 ま りを通 し、科学技術活動に対す る生徒 の関心
を喚起 。
・科学技術活動に対す る教師や マス コ ミ関係者の関心の高揚 。
(3)科学技術活動の可視性 を高め る。
・科学技術評論家 、科学技術 ジ ャーナ リズムな ど科学技術活動を外か らみて評価 し、一般社
会 に伝 える役割 を果 たす人材 を育成 。
・科学技術活 動に対す る関心を高 め るためのプロジェク トの実施 。
(4)科学技術者のイ メー ジを変革す る。
・科学技術者 自身が家庭 ・地域で 自らの職業 について語 り、科学技術活動 の可視性 を高め る
努力 を し、社会 もそのよ うな活動 を支援 。








・オー ス トラ リア出張報告
第2研 究 グルー プ 主任研究官 柿崎 文彦
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1992年10月8日～12日まで サ ウス ・ウ ェー ル ズ大 学 等 の 主 催 に よ る国 際集 会rlnternational
DimensioRs◎fAustralianScientificaRdTechRoiogica}Bevelopment」か ら の招 聰 を 受 け オー
ス トラ リアへ 出張 した 。研 究 集 会 の 目的 は 、科 学 技 術 の 活 用 に よ り、オー ス トラ リアの経 済 活 動
を活 性化 す るた め の方 策 につ い て討 論 で 、出張 者 は 「公 共 部 門 に よ る産 業 の活 性 化 方策 」 の論 文
発 表 につ い て の コ メン トを行 った 。な お 、出 張 者 の コ メ ン トはペ ー パ ー と して事 務 局 に 提 出 した 。
eOECDr人的科学技術 資源 の測定に関す るワー クシ ョップ」出席
第1研 究 グルー プ研究 員 永 田 晃也
本 ワー クシ ョップは、1992年10月13日(・14日にかけてOECD本部(パ リ)に て開催 され た。従来 、
OECDによる人的科学技術資源 に係 る計測手法の国際的標準化並び にデー タ収集活動 は 、研究 開発
(R&D)人材 の統計指標に限 って行われて きたが 、近年 、一一層広範 な活動領域を含 む科学技術(S
&T)人材 の需給状 況につ き、国際比較可能 な統計指標へのニーズが加盟各 国におい て高 ま りつつ
あ る。本 ワー クシ ョップはかか る状況に鑑 み、先 にeECDの委 嘱を受 けて リチ ャー ド・ピアソン博
士の起草 したマニ ュアル案 をめ ぐって 、人的科学技術資源の標準 的計測手法に関す る討議を行 っ
たものであ る。会合で は、マニ ュアル案の理論的 フレー ムワー クや人 的科学技術資源 の対象範囲
につ き、活発 な議論が行われた。 また、各国か ら既存統計 の現状 と課題 に関す る論 文等 が議事資
料 として提出 された。 日本側か らは出張者に よる論文 「日本 における人 的科学技術 資源一国 際比
較上 の問題点」が提示 され た。なおOECDでは今次会合の討議 を踏 まえてマニ ュアル案の改訂作業




? 第1調査研究グループ総括上席研究官 平野 千博
国際学術連合会議(ICSU)は、人類 に利益 をもた らす科学技術の進歩 を図 る視点か ら世界 にお
ける科学活動 を振興す ることを目的 として1931年に設立 され た非政府 ・非営利 の国際学術 団体 で
あ る。日本か らは、日本学術会議が加盟 してい る。私が出席 した会合の正式名称 は、科 学能力の
育成 お よび科学教育の分野 でICSUが果た し得 る役割 につk、ての諮 問会合 とい うもので、11ヶ国7国
際機 関 ・団体か ら23人が出席 し、活発な議論が行われた。筆者 は、日本学術会議か らの推薦に より
この会合に招 かれ た。議論の結果 、ICSUが取 り得 るアク シ ョンとして多 くの項 目か らな る勧告が
まとめられた 。これ らの勧告は 、以後ICSUの執行委 員会 で議論 され 、iCSUの今後の活動 に反映 さ
れ ることにな る予定であ る。
議 論か ら感 じられた ことは 、若い人達の科学 技術離れ は先進国一般 で憂 えられている現象 であ
るこ と、また 、世界全体で は人口が爆発 的に膨張 しつつある開発途上 国における子供達 の科学技
術教育が深刻 な問題 となってい ることであった。
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○外 部 発 表
・研 究 技 術 計 画学 会(10月24日)
科学 技 術 の構 造 と国 際競 争 カ ー 炭 素繊 維 の 開発 に お け る事 例 一
柿 崎 文 彦 、権 田金 治
都 道府 県政 令 指 定 都 市 の 科学 技 術 関 係 経費 と科 学 技 術 政 策 の 関 係
山本 長 史 、権 田 金治
公 設 試 験研 究機 関 に お け る研 究活 動 の 現 状
綿 谷弘 勝 、権 田 金 治
地 域 科 学 技 術 ポテ ン シ ャルの 指標 化 と政 策 評 価






・科 学 技 術 の理 解 と普 及 お よび教 育 に関 す る国 際 シ ンポ ジウ ム(10月3日,5日)
日本 に お け る科 学 技 術 に対 す る関心 と ア ク セ スの動 向
長 浜 元
青 少 年 の 科 学技 術 離 れ と科 学 技術 活 動 関連 情 報 発 信 の新 しい あ り方
遠 藤英 樹
○人事往来/Staff
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